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幼児教育・保育の無償化の実施について 
 
 

１ 概 要 

  令和元年 10 月１日に施行される子ども・子育て支援法等の一部改正による幼児教育・保育

の無償化に向けた取組を踏まえ、認可保育施設、認可外保育施設、幼稚園等を利用する子ども

の保育料を無償化する。 

 

２ 法改正に伴う共通事項 

（１）３歳から５歳までの小学校就学前児童の保育料を無償化 

（２）０歳から２歳までの児童のうち、住民税非課税世帯の保育料を無償化 

（３）文京区から保育の必要性の有無についての認定（区分：1 号認定から３号認定）を受け

た、児童が対象（障害児の発達支援は通所給付決定又は入所給付決定が必要） 

（４）償還払いによる無償化は、利用料が補助限度額に満たない場合、利用料までを補助 

 

３ 無償化対象施設及び実施内容（別表/参照） 

（１）認可保育施設 

  ア 認可保育園、特定地域型保育施設、認定こども園、新制度移行幼稚園（区立幼稚園含

む）が対象 

イ 給食を実施している施設に対し、保育料から切離され利用者負担となる副食費を、月額

4,500 円を上限とし各施設へ相当額を交付。保護者からの徴収を免除することにより、副

食費を無償化〔区追加補助〕 

（２）認可外保育施設 

 ① 認証保育所、厚生労働省が定める基準を満たす旨の証明書（以下「証明書」という。）の

交付が有る認可外保育施設が対象（証明書の交付が無い認可外保育施設は、５年間に限り

対象） 

ア 給食を実施している施設に通園する世帯に対し、月額 4,500 円を上限とし補助金（償還

払い）を支給することにより、食材料費を無償化〔都・区追加補助〕 

イ 認証保育所及び証明書の交付が有る認可外保育施設については、国によって示された額

が現行の都・区の補助を下回らないよう支給〔都・区追加補助〕 

 ② 一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・セン

ター事業）、ベビーシッターが対象 

以下の区事業については、無償化の適用を優先した上で、区の補助を実施 

・一時保育所（キッズルーム） 

・病児・病後児保育事業（施設型・訪問型） 

・子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

・子育て訪問支援券事業（ベビーシッター派遣） 

 

 



（３）私立幼稚園 

  ア 私学助成幼稚園が対象 

  イ 都・区の補助については、以下のとおり 

・国によって示された額が現行の都・区の補助を下回らないよう支給〔都・区追加補

助〕 

・基本保育料が月額上限に満たない場合、園則上に記載がある「その他学納金」まで支

給〔都・区追加補助〕 

（４）就学前障害児の発達支援事業 

  ア 就学前の障害児の発達支援については、３歳から５歳までの小学校就学前児童の利用料

を無償化（障害児通所支援は給食費・補食費についても無償化）〔区追加補助〕 

イ 上記（１）から（３）の施設とともに利用する場合、ともに無償化 

（５）預かり保育事業 

ア 幼稚園及び認定こども園（幼稚園部分）の預かり保育については、保育の必要性の認定

がある場合、月額 11.3 千円まで無償化（満３歳児の非課税世帯は 16.3 千円） 

 

４ 条例の改正 

  ア 文京区保育所における保育に関する条例 

  イ 文京区立認定こども園条例 

  ウ 文京区特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営の基準に関する条例 

  エ 文京区立幼稚園使用条例 

  オ 文京区立幼稚園における長時間保育等の実施に関する条例 

   

５ 今後のスケジュール 

  令和元年８月上旬  無償化に係る手続きの開始 

令和元年８月下旬  議会報告（無償化の実施）、子ども・子育て会議報告 

  令和元年９月上旬  区報・HP 掲載 

  令和元年９月中旬  議会報告（認可保育所における保育料の無償化）・条例提案 

令和元年 10 月 1 日  無償化開始 
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